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Ⅰ．経歴・社会活動
経歴
1942年１月 滋賀県大津市生まれ
1960年３月 滋賀県立膳所高等学校卒業
1964年３月 京都大学経済学部卒業
1964年４月 日本長期信用銀行入行（調査部、事務部）
1976年４月 学習院大学経済学部非常勤講師（兼職、1976年９月まで）
1977年２月 中東経済研究所主任研究員（出向）
1979年３月 日本長期信用銀行調査部副長
1982年３月 同　調査部主任部員
1986年４月 同　調査部主席部員
1987年９月 同　調査第１グループ部長
1990年１月 同　調査部長
1991年９月 長銀総合研究所取締役調査第１事業部長（出向）
1992年６月 同　常務取締役調査第１事業部長
1993年６月 同　理事
1994年４月 麗澤大学国際経済学部非常勤講師（兼職、1996年３月まで）
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1996年７月 長銀総合研究所理事産業調査第３部長」
1997年１月 日本長期信用銀行退職
1998年４月 長銀総合研究所常務理事産業調査部長
1999年３月 社会基盤研究所研究主幹
2000年４月 作新学院大学地域発展学部教授
2005年４月 作新学院大学総合政策学部教授（地域発展学部兼担）
2010年４月 作新学院大学経営学部教授（総合政策学部兼担）
2011年３月 作新学院大学退職（予定）
社会活動
1982年４月 経済企画庁「地域経済計算研究会」委員（1994年３月まで）
1982年４月 林野庁「木材需給対策協議会」委員（現在に至る）
1983年９月 大蔵省「ソフトノミックス・フォローアップ研究会」（1984年９月まで）
1988年４月 労働省「雇用政策研究会」委員（1992年３月まで）
1990年２月 大蔵省「金融構造政策効果研究会」委員（1991年８月まで）
1991年11月 通産省「産業技術審議会・大型部会」委員（1993年11月まで）
1994年４月 経済企画庁「国民経済計算調査会議・地域勘定委員会および資産金融委員
会」委員（2003年まで）
1994年７月 経済団体連合会「首都問題委員会」委員（2001年３月まで）
1995年９月 通産省「産業構造審議会・経済協力部会」委員（1996年３月まで）
2002年６月 栃木県「経済動向連絡会」委員（2009年３月まで）
2004年11月 内閣府「国民経済計算調査会議・体系整備検討委員会」委員（2008年４月
まで）
Ⅱ．主要業績
著書
１．「円切上げと日本産業の実力」1970年11月、東洋経済新報社、共著
２．「中東における日系合弁企業」1978年７月、中東経済研究所、共著
３．「わが国の中東諸国に対する経済技術協力のあり方」1979年３月、中東経済研究所、
共著
４．「金融界」1982年６月、教育社、共著
５．「景気不景気のことがわかる本」1983年２月、日本実業出版社、単著
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６．「金融革新と金融システムの将来」1984年12月、大蔵省印刷局、共著
７．「景気と経済トレンドの読み方」1987年１月、日本実業出版社、単著
８．「地域経済の成長と構造変化」1988年５月、経済企画庁経済研究所、共著
９．「これからの日本経済の読み方」1989年２月、東洋経済新報社、共著
10．「金融の仕組みがわかる本」1989年５月、ＨＢＪ出版局、共著
11．「やさしい経済予測入門」1989年６月、ＰＨＰ、共著
12．「これからの日本経済」1989年12月、日本実業出版社、共著
13．「これからの世界経済」1990年11月、日本実業出版社、共著
14．「これからの世界経済」1991年11月、日本実業出版社、共著
15．「92年版大予測日本経済」1991年12月、ＫＫベストセラーズ、共著
16．「93年版大予測日本経済」1992年12月、ＫＫベストセラーズ、共著
17．「空洞化する産業しない産業」1996年２月、東洋経済新報社、共著
18．「流通革命新時代」1997年２月、東洋経済新報社、共著
19．「新・産業地図」1997年４月、講談社、共著
20．「浜松企業強さの秘密」2002年８月、東洋経済新報社、共著
主要論文（共著の表記なき場合は単著）
１．「中国地方の金融構造」1965年６月、長銀調査月報86号
２．「日本経済の中期展望」1968年２月、長銀調査月報106号
３．「世界的インフレーションと日本の物価問題」1971年４月、長銀調査月報125号
４．「中東の工業化と日本企業の役割」1978年７月、現代中東研究（中東研）№3
５．「イラン経済の破綻と高まる国民の不満」1978年10月、中東経済（中東研）
６．「イラン革命と急がれる経済再建」1979年２月、中東経済（中東研）
７．「中東に対する経済協力の基準についての試論」1979年７月、現代中東研究（中東研）
№4
８．「これが金融自由化のメガトレンドだ！」1985年３月、金融財政事情
９．「金融自由化をめぐる７大潮流を解く」1986年３月、金融財政事情
10．「地域経済格差の動向」1986年10月、季刊国民経済計算（経済企画庁）№71
11．「地価の地域格差」1990年10月、季刊国民経済計算（経済企画庁）№87
12．「１ドル百円時代を享受する法」1993年10月、文芸春秋
13．「21世紀の企業の役割を考える」1994年３月、総研調査（長銀総研）22号、共著
14．「国際分業の進展で日本産業はどうなる？」1995年１月、総研展望（長銀総研）54号
15．「わが国製造業における国際分業」1995年１月、総研調査（長銀総研）31号、共著
16．「低価格化をテコに変貌する日本産業」1995年５月、総研展望（長銀総研）58号
273
原田幸裕教授　主要履歴・業績
17．「80年代の産業構造変化と地域経済変化」1995年８月、季刊国民経済計算（経済企画
庁）№106
18．「もはや加工貿易国とは言えない日本」1995年９月、エコノミスト
19．「プラザ合意後10年、産業構造の行方」1995年10月、総研展望（長銀総研）63号」
20．「海外生産の進展に四類型」1995年11月、エコノミスト
21．「価格破壊定着のための製造・流通の革新」1996年１月、総研展望（長銀総研）66号
22．「進展する流通革新」1996年４月、総研調査（長銀総研）54号、共著
23．「進む国際分業化、ただし構造改革を怠れば日本の危機に」1996年８月、エコノミス
ト
24．「人口減少と産業変化」1996年10月、総研展望（長銀総研）75号
25．「企業や個人の自立が高齢化社会の活力に」1997年５月、総研展望（長銀総研）82号
26．「活力ある高齢化時代に向けて」1997年７月、総研調査（長銀総研）80号、共著
27．「バブル崩壊後の地域経済の変化」1997年９月、季刊国民経済計算（経済企画庁）№
112
28．「社会的規制も緩和の流れ」1997年10月、総研展望（長銀総研）87号
29．「企業部門の効率化で進む産業のサービス化」1998年１月、総研展望（長銀総研）90
号
30．「大競争時代に日本企業が生き残るには」1998年８月、エコノミスト
31．「欧米諸国における雇用創造」1999年９月、ISEISレポート（社会基盤研）7号、共著
32．「雇用の柔軟化に向けて」2000年２月、ISEISレポート（社会基盤研）10号
33．「急拡大する個人向けネット取引」2000年12月、ISEISレポート（社会基盤研） 11号、
共著
34．「産業構造変化と雇用改革」2001年３月、作新地域発展研究　第１号
35．「ベンチャー企業を生む風土要因」2003年３月、作新地域発展研究　第３号
36．｢栃木の経済発展に関する一考察｣ 2009年３月、作新総合政策研究　第９号
37．「所得格差と再分配に関する一考察」2010年３月、作新総合政策研究　第10号
その他
１．信濃毎日新聞「金融解説」に執筆、1988年10月から1998年９月まで月１回
２．NHKラジオ番組「ビジネス情報」に出演、1992年10月から1996年３月まで月１回
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